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〈研 究 ノ ー ト〉
中心市街地活性化法と商店街の再興
中 田 信 哉
1.問題点の所在
中心市街地 における商業集積 の危機が叫ばれて
いる。特 に地方の県庁所在地の中心地区を除 く市
部の中心 地区の商店街 が厳 しい状態 を迎 えてい
る。「シャ ッター通 り」 な どといわれる くらいで
閉店 ・移転 によって店舗が閉鎖 され,商 店街の通
りが 「歯抜 け状 態」あ るい は 「櫛 の 歯状 態」 と
なって しまうのである。 こうい うようになると商
店街 もまばらな店舗が営業を しているとい う形 と
な り,「ワンス トップ ・シ ョッピング」 の性格 が
な くなると同時 に商店街 自体の 「賑い」が欠けて
しまい,更 に客離れが進行す ることとな り,つ い
には商業集積 としての商店街が成 り立たな くなる
のである。
この問題 は当初,1960年代 か ら大都 市 の商店
街 問題 として生 まれ て きた もの と考 え られ る。
スーパーやデ ィスカウン ト・ス トアな どのチェー
ン形式 を とる大型店(量 販店)が 店舗展 開を し,
同 じ商圏内で大型店 と一般店及び一般店の集合 と
しての商店街同士の競合が生 まれ,一般 店及 び商
店街全体が影響 を受けるとい う形であった。
これに対応す るもの として商店街で は 「商店街
の再開発」が行 われた。 アーケー ドを作 り,水銀
灯 を設置 し,ス トリー ト・ファーニチ ャーを設置
する。 また,大 売 り出 しや各種の販促型催 しを行
い,ま た,ト レーディング ・ス タンプや商店街 と
して の割引券 を発行 した りした。 ク レジ ッ ト ・
カー ドの発行や買 い物に関す るポイン ト制 をとっ
た りも した。商店街 自体 に客受けする ような名称
をつ けた りした。
この ような商店街再 開発 は成 功 した もの もあ
り,失 敗に終 わった もの もある。 しか し,総 体的
に言 うな ら大型 店の浸行 を阻止す る ものでは な
い,と い うこ とが言 えよう。 このことは商業統計
表に見 る数字 によって推測で きる。つ まり,一 般
店は全国的にその店数 を減 ら し,売上高 を落 とし
ているのであ る。 それに対 して大型店は店数を増
加 させ,そ の売 り上げは伸 びている。
これは全体 的 に言 える傾 向で あ り,お お むね
「対応 で きる商店街 とそ うでない商店街 が生 まれ
て くるの はや むお え ない」 とい う意見 が普通 で
あった。
もともと,ス0パ ーやGMSと いわれ る大型店
は当初,大 都市,有 力都市,あ るいは地方都市の
市部に生 まれ,そ の中で成長 して きた。そのため
に商店街対大型店の競争は同 じ商圏の中で起 こっ
ていたのである。それは同一商圏内での客の奪 い
合いであったろう。その中で 「大店法」が存在 し
ていた。
しか し,1980年代 に入 って状況 が変化 して き
た。それは大都市及 び地方都市の郊外が商業立地
として登場 して きたことである。有力チ ェー ンの
大型店が郊外 に自己店舗 を中心 とする大型 ショッ
ピング ・セ ンターを開設 し始めたことと,い わゆ
るロー ドサ イ ド・ス トアなる ものを展 開 し始め る
小売業が登場 して きたことである。
この ような郊外型大型店舗が登場 し始めた背景
には次のことがあ る。第一に大店法 による規制 と
いうことではな く,都 市中心部や住宅地 ター ミナ
ルに出店適地 が な くなって きた とい うことで あ
る。新 たな出店立地 を求めて郊外 に出て くるとい
うものである。特 にすでに大企業化 している先行
大型店 に対 して後発 とも言 うべ き新興 の大型店 は
先行大型店 との直接の競合 を避 け,郊 外 に出て く
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るという形であ る。
第二 は地方都市において も都市の ドーナ ツ化現
象が進み,都 市の周辺 に住宅地がで き人口集中が
起 こ り始 めていた こ ととそれ らの人 々の生 活パ
ター ンが 自動 車中心 になって きてい るこ とで あ
る。モー タ リゼー シ ョンの進行 は地方 におい て
程,自 動車 に頼 る生活 をもた らして きていたので
ある。
当然,買 い物行動 も自動車 による もの となるわ
けであ り,そ うなる と道路混雑 と駐車 条件か ら
いって郊外 に向かって行 く方が都合が良いのであ
る。特 に郊外の店舗立地 は地価やスペ ースの余裕
か ら言 って巨大な店舗 を作 ることを可能 とし,そ
こには数百台駐車 を可能 とするパーキ ング ・エ リ
アを設置することがで きる。 このパーキ ング も無
料である,と いうようにす ることが可能である。
こういう条件整備 を行 うなら都市部やその周辺
の消費者 は郊外の大型商業施設に向か うことにな
る。都市内部の商業集積では大型店 と一般店は敵
対 しつつ,一 方で地域 としての集客 とい う点で補
完 関係に もあった。 しか し,郊外型の大型店舗は
顧客 を根 こそ ぎ奪 って しまうのである。
第三は ワンス トップ ・シ ョッピングとい うもの
の変質である。 ここで も自動車が関係 して くる。
従来,言 われた ワンス トップ ・シ ョッピングは消
費者 の徒歩による買い物行動 を前提 としていた。
そうであ るか らこそ,商 店街 というものの意味が
あったのである。つ ま り,狭 い地域 に商店が密集
している意味である。 ところが郊外型の店舗 の場
合,密 集 している必要 はない。
自動車 での移動 になるなら店舗間は5分 程度離
れていて一向にかまわない。駐車が 自由な ら自動
車で複数の店舗 を移動す ることは苦にはな らない
のである。このこ とは自動車 を前提 とする ワンス
トップ ・ショッピングであ り,そ れは広い地域 に
店舗が分散 しているワンス トップ ・ショッピング
である。同時に自動車 による買い物 を前提 とした
場合,い か に郊外 の店舗 立地付近 の人 口が疎 で
あって も時間距離で30分か ら1時 間 を考 えるな
ら十分,商 圏人口は確保 で きるのである。
こうい う状況が生 まれて きたことによって特に
痛手 を受けたのが地方都市の中心商業地区であろ
う。 このことは単に商業集積,特 に商店街 問題 と
いうだけでな く,都 市の地域問題 となって くるの
である。
以上のような状況の中で中心市街地活性化法が
施行 され た。果 た して これ は どうい う法律 なの
か,ま た,何 を狙 って作 られたもの なのか,と い
う興味 はもちろんあるがそれ以上にこの法律 が果
た して効果 を上げる力を持っているのか,と い う
ことに興味の焦点がある。現在の傾 向として消費
者が逃 げ始 めている中心市街地 に果 た していかな
る法律 的なバ ックアップが可能なのか,も しか し
た らどのような行政的援助 も意味がないので はな
いか,と い うことを感 じているので もある。
幸い,過 去,経 済貿易研究所 の共同研 究 として
「六角橋商店街の研 究」 を行 った し,ゼ ミナール
では実証研 究 として神奈川大学近辺の商店街 の研
究 も行 った。その中で商店街 とい うものをいろい
ろ考 えてみ ることができた。
そ して,平 成12年度,13年度 と経済貿易研究
所の共同研究の中で私 の研究 テーマ として地方都
市の中心 商店街の現状調査 をお き,計26か 所 の
地方都市 を回ってみた。その結果 も踏 まえて地方
都市の中心商店街 の現状か ら考 えた中心市街地活
性化法 の効 果 について ま とめてお きたい と考 え
る。
2.中心市街地活性化法
中心市街地活性化法の正式名は 「中心市街地に
おける市街地の整備及び商業等の活性化の一体的
推進に関する法律」であり,1998年7月に施行
された。
この法律の内容はおおむね以下のことである。
まず,この法律の目標であるが,それは 「この
法律は,都市の中心の市街地が地域の経済及び社
会の発展に果たす役割の重要性にかんがみ,都市
機能の増進及び経済活力の向上を図ることが必要
であると認められる中心市街地について,地域に
おける創意工夫を生かしつつ,市街地の整備改善
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及び商業等 の活性化 を一体的に推進するための措
置を講ずることによ り,地 域の振興及び秩序 ある
整備 を図 り,も って国民生活の向上及び国民経済
の健全 な発展 に寄与す るこ とを 目的 とす る(第1
条)」となっている。 ここで は中心市街 地 におけ
る商業 とその他 の要素 の 「一体的推進」 と 「地域
における創意工夫」が特筆 されるもの と考え られ
る。
そ して,こ の法律 で言 う中心市街地 とは 「都 市
の中心の市街地 であって,次 に掲げる要件 に該当
す る もの」(第2条)と なっ てお り,そ の 要件 と
は以下のことである。
イ 中心市街地 に相 当数の小売 り業者が集積 し
てお り,そ の存在 している市 町村の中心 と
しての役割 を果 た してい る市街地であるこ
と。
ロ 当該市街地の土地利用及び商業活動 の状 況
等か らみ て,機 能的な都市活動の確保又は
経済活力の維持 に支障を生 じ,又 は生ずる
おそれがあ ると認め られ る市街地であるこ
と。
ハ 当該市街地において市街地の整備改善及び
商業 等の活性 化 を一体 的に推進す る こ と
が,当 該市街地の存在す る市町村及 びその
周辺の発展に とって有効かつ適切 である と
認め られ ること。
このことか らこの法律は商業集積の維持 ・発展
を主 目標 としていることがわかる。そ して,こ の
法律 の核 となるのが 「商業基盤施設」 と 「都市型
新事業」である。
この法律 は11省(当 時)共 管 で あ り,各 省 の
町づ くりに関係する部署が共通 して関わる 「総合
的実施手法」 を採用する もの となっている。その
手法 とは次の ような形である。 まず,主 務大 臣が
「中心市街 地における市街地の整備改 善及び商業
等 の活性化の一体的推進 に関する基本 的な方針 を
を定め る一一一 基本方針」(第5条)。
それに基づ き,市 町村 は 「基本方針 に基づ き,
当該市町村の区域内の中心市街地 につ いて,市 街
地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進 に
関す る基本 計画 を作 成 す る 基 本計 画」(第6
条)。
そ して,そ の基本計画 に基づ きその推進に関係
する業務 を行 う 「中心市街地整備推進機構」 なる
ものを指定す る(第10条)。この推進機構 は次の
業務 を行 う。
イ 中心市街地の整備改善に関する事業を行 う
ものに対 し,情 報の提供,相 談その他の援
助 を行 うこと。
ロ 特定中心市街地の整備改善に資する建築物
その他の施設であって建設省令で定めるも
のを基本計画の内容に即 して整備する事業
を行 な うこ と又 は当該事 業 に参加 す る こ
と。
ハ 中心市街地の整備改善 に関す る調査研究を
行 なうこ と。
二 前各号 に掲げる もののほか,中 心市街地の
整備改善 を推進す るため に必要 な業務 を行
なうこと。
その上で 「中小小売商業高度化事業構想」が認
定 される(第18条)。これ は 「商工 会,商 工会議
所又は特定会社若 しくは公益法人であって政令 で
定める要件に該当するものその他,中 心市街地に
おける中小小売 り商業高度化事業の総合 的な推進
を図るの にふさわ しい者 として政令で定める者」
が 「中小小売商業高度化事業 に関す る総合的かつ
基本的な構想」 を作成 し,市 長村 に提 出 し,認 定
を受けるのである。
この実施においては 「中小小売商業振興法」 を
核 とす る各種の法律が援助 を行な うというように
なっている。
ここで よ く聞かれるのが[TMO】という言葉であ
る。TMOと は 「タ ウ ンマ ネ ー ジ メ ン ト機 関
(オー ガニゼーシ ョン)」のこ とであ るが これは各
中心市街地の商店街 などによって作 られた各種援
助 の受け入れ機関である と同時に計画の実施主体
で もあ る。 このTMOづ くりが この法律 の新 しい
手法 とも言 えるものである。
現在(平 成14年),中心市街地活性化基本 方針
を提 出 し,TMOの 認定 を受 け た もの は260と
なってい る。(中心市街地活性化推進室ホームペー
ジ2002.12.25日更新分)。
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なお,この中心市街地活性化法は 「大規模店舗
立地法」「改正都市計画法」と合わせて 「街づく
り3法」というように言われる。
3.商業集積の置かれた状況
ここでは平成9年度の商業統計表(我が国の商
業2000)から現在の商業集積の置かれた状態を
見 てみることとする。 まず,小 売業の全体 的状況
である。小売店舗数は急速 に減少 を示 している。
この傾 向が現れ始 めたの は昭和60年度の調査 か
らであ る。それ以前は小売店舗数 は増加 を示 して
いた。それが 昭和60年以来,昭 和63年,平 成3
年,平 成6年,平 成9年 とそれぞれの調査年 にお
いて継続的 に減少 している。
表一1商 店数,従業者数及び年間販売数の推移
昭和57年(6月1日) 昭和6・年(5月 ・日)1昭 和63年(6月1日)
実 数 構成比(%)
増減率(
%)
実 数 構成比(%)
増減率(
%)
実 数 構成比(%)
増減率
(%)
57年/
54年
60年/
57年
63年/
60年
商
店数
(店)
小 売 業 1,721,46580.12.9 一1 ,628,64479.8X5.4 i,619,752.. XO.5
従数業
者
(人)
小 売 業 6,369,42660.9G.9 6,328,614fi1.3o.s fi,851,33561.38.3
年売
間額
販
(百万円)
小 売 業 93,971,191.127.7101,718,81219.28.2114,839,92720.512.9
平成3年(7月1日) 6年(7月1日)lg年(6月 ・日)
実 数 構成比(%)
増減率
(%}
実 数
構成比
(%)
増減率
(%)
実 数 構成比{%)
増減率
(%)
3年/
63年
6年/
3年
9年/
6年
商
店数
(店)
小 売 業 1,605,58377.7▲1.8 1,499,94877.7s.s 1,419,69678.4X5.4
従数
業
者
(人)
小 売 業 7,000,22659.81.2 7,384,17761.75.5 7,350,71263.8XO.5
年売
間額
販
(百万円)
小 売 業 142,291,1339.922.5143,325,06521.8o.7147,743,11623.53.1
(注)1.表頭中の,各 年の()内 の月日は,各 調査年の実施 日である。
2.平成6年 の産業分類の改訂に伴い3年 の数値は新分類の値に組み替えており増減率とは一致 しない。
小売店舗数は昭和57年 には前 回調査 に対 して
2.9%の増加で あった ものが 昭和60年 に は同 じ
くマ イ ナ ス5.4%,昭和63年 に は マ イ ナ ス
0.5%,平成3年 に はマ イナ ス1.8%,平成6年
に は マ イ ナ ス6.6%,平成9年 に は マ イ ナ ス
5.4%であ る。平成14年度調 査 において もマイ
ナスになるだろ うと予測 されている。
昭 和57年 ま で は 小 売 店 舗 数 は 伸 び 続 け
1,721,465店となっ てい た ものが 平 成9年 に は
1,419,696店と301,769店も減少 しているの であ
る。 ところが小 売総売上 高は昭和57年が前 回調
査 に対 して27.7%の伸 び,昭 和60年 は 同 じ く
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8.2%,昭和63年 が8.2%,平 成3年 が22.5%,
平 成6年 が0.7%,平 成9年 が3.1%の 伸 び を示
して い る。 昭和57年 の93,971,191百万 円 が平 成
9年 には147,743,116百万 円 に まで拡 大 して い る
の であ る。
店舗数は減少 しつつ,売 上高は伸 びてい る。 こ
の減少 を規模別で見てい くと平成6年 と9年 の比
較で も小規模小売 店舗 だけが減少 し,10人か ら
19人以上 のの従 業者 を持つ小売店舗 は増加 して
いるのである。
表一2小 売業従業者規模別商店数
商店数(店)
従 業 者 規 模 構成比(%) 増減率(%)
平成6年 平成9年
6年 9年 6年/3年 9年/6年
計 1,449,9481,419,948 100.0 100.0 X6.6 X5.4
1人 ～2人 764,772 709,000 51.0 49.9 X14.4 X7.3
小
3人 ～4人
5人 ～9人
370,944
222,552
350,304
212,440
24.7
14.8
24.7
15.a
X11.9
2.6
X5.6
×4.5
10人 ～19人 89,628 93,455 6.0 s.s 23.2 4.3
売 20人 ～29人 26,345 27,512 1.8 1.9 29.4 4.4
30人 ～49人 15,655 15,801 1.10 1.1 21.0 0.9
50人 ～99人 7,191 7,922 0.5 o.s 22.1 10.2
業 100人 以上 2,861 3,251 0.2 0.2 25.2 13.6
49人以下(中小規模) 1,489,8961,408,512 99.3 99.2 X6.7 e5.5
50人以上(大 規模) 10,052 11,173 0.7 o.s 23.a 11.2
この ことか ら言えるのは大規模小売業が伸 びて
お り,小規模小売業が衰退 しているということで
あろう。 これを業種 別に見 るな ら最寄 品小売業が
減少,衰 退 しているということになるだろう。 も
ともと,最 寄品小売業は小売業店数の 中で過半で
あ り,零 細な一・般店が多い という特質 を持 ってい
る。
つ まり,町 中に存在す る一般店が危機に陥って
いるということであろう。この ことが旧来の 自然
発生的に存在 していた商業集積,商 店街が苦 しい
状態 になっているということにつ ながって くる。
その商業集積 を同 じく商業統計で見てみる。商
業統計の2次 加工統計 として 「立地環境特性地区
別」の小売業の状況がある。 ここでは小売業 を次
の立地環境 によって分類 している。
イ 商業集積地区
a駅 周辺型商業集積地区
b市 街地型商業集積地 区
c住 宅地背景型商業集積地区
dロ ー ドサイ ド型商業集積地区
eそ の他の商業集積地区
ロ オフィス街地区
ハ 住宅地区
二 工業地区
ホ その他地 区
ここでは商業地区をひとつ にまとめてみてみる
事 とする。 まず,そ の構 成比 を見 ると商業地区は
商 店 数 の 割 合 か ら言 う と平 成3年 が 全 体 の
41.5%,平成6年 が42.0%,平成9年 が43.7%
と伸 びている。 しか し,そ の中で商店数 は減って
いる。昭和54年 を100としてみる と84.8となっ
ているのであ る。 これは小売業全体の数が減って
いることによるものだろ う。商業集積地区 よりも
その減 り方が小 さいのは工業地 区だけである。
年間販売額で見 ると全体 に占める割合は商業集
積地 区では平成3年 は47.7%であ り,こ れが平
成6年 で は46.4%,平成9年 で は47.4%であ
り,決 してその比率 を下げてはいない。 しか し,
一52一 中心市街地活性化法と商店街の再興
その伸 び率 は昭和54年 を100とした場合,商 業
集積地区は189.3であ り,他 の地区に比べて小 さ
い。商業地 区よ りも低 いのはその他地 区のみであ
る。1商店あた りの年 間販売額 を見 る と商業集積
地 区では平 成9年 調査 にお いて1店 当た り1億
1296万円で,こ れは工業 地区や オフ ィス街地 区
築 に比 べ る と小 さい。 また,前 回調 査(平 成6
年)に 比 して も伸びは小 さい。 この ことは業種構
成 にも関係 している。
業種構 成 を見 る と商業集積 地 区は各種商 品が
0.4%,織物 ・衣服 ・身の回 りが22.7%,飲食料
品が32.3%,自動 車 ・自転 車 が3.3%,家具 ・
じゅ う器 ・家 庭 用 機械 器 具 が9.3%,その他 が
21.7%となっている。最 寄品小売 業の比率 が高
い 。
ところが年間販売額で見ると商業集積地区では
各種 商品が26.5%を占め,織 物 ・衣服 ・身の 回
りが13.6%,飲食料 品が24.7%,自動車 ・自転
車 が5.3%,家具 ・じゅう器 ・家庭用機械器具が
8.2%,その他が21.7%で各種商品の割合が極端
に高 くなっているのがわかる。他 の地区での各種
商品の割合 はオフ ィス地区が5.7%,住宅地区が
3.0%,工業地 区が4.1%,その他 地 区が1.3%
であるの に比べ ると商業地区では大型店の力が強
いことがわか る。
従業者規模別の商店構成率 を見 ると商業集積地
区で は小規模 店(従 業員4人 以下)が74.5%,中
規 模 店(従 業 者5～49人)が24.6%,大規 模 店
(従業者50人以上)が0.9%であ る。小 売業全 体
で は 小 規 模74.6%,中規 模24.6%,大規 模
0.8%であるか らほぼ同 じであ る,と い う言 い方
もで き よ うが 小 売 業 の 総 数 は約140万店 で あ
り,0.1%の違 い は約1500店弱で あろ うか らた
とえひとつの商業集積地 区にたった1軒 の大型店
があった として もそれは周囲に きわめて大 きな影
響 を与 えるのである。 このことは規模別売上 シェ
ァを見 るとわかる。
次に地区別の来店客用駐車場 の有無がある。商
業 集 積 地 区 は駐 車 場 有 が45.4%,駐車場 無 が
54.6%であ る。全体 で見 る と有 が49.0%,無が
51.0%であ るか ら商業 集積 地では駐 車場 が完 全
に不足 してい ることがわかる。 また,駐 車場 を保
有す る商店の前 回調査比での年間販売高の伸 びを
見 る と有 の場 合 は小 売業 全 体 で も10.5%の伸
び,商 業集積 地 区で は9.0%の伸 び を見せ てい
る。これが専用駐車場 を持っている場合 になる と
全 体 で は11.9%の伸 び,商 業 集 積 地 区 で は
12.6%の伸 びであ る。 しか し,共 用駐車場 の場
合 は小売業全体で4.4%の伸 び,商 業集積地区で
は1.3%の伸 びで しか無い。
これが駐車場がない場合になると小売業全体 で
は0.7%の伸 びだが商業集積地 区では0.8%のマ
イナス となって しまう。駐車場がいかに大 きな意
味を持つのかが よ くわかる。
これ を商店街 という単位で見てみる。平成9年
の調査 にお ける商店街 の数 は全 国で1万4070で
あ り,こ れ は平成6年 調査 時の1万4271に比べ
ると1.4%もの減少 となっている。商業集積地区
の 商 店街 は住 宅 地 背 景型 が5239,駅周 辺 型 が
3718,市街地型 が3574,ロー ドサ イ ド型 が896,
その他が643となっている。 ここで特筆 されるの
は商業集積地区全体 では1商 店あた りの年間販売
額は11,296(万円)で あるがその中で大 きな商店
街 として考 え られ ている駅 周辺 型が13,502(万
円)で あるの に対 して ロー ドサ イ ド型 は18,121
(万円)と 圧倒的 に高 い,と い うこ とはロー ドサ
イ ドに出店す る大型店の力 によるもの と考 えられ
る。
そ して,そ の解説では 「各県の商業集積地区計
を基準(=100)として商 店数の構 成 をみ る と,
①駅 周 辺 型 で は,神 奈 川(構 成比62.0%),東
京,大 阪,奈 良,兵 庫,千 葉,埼 玉 など人口が多
く交通手段が発達 した県が,② 市街地型では,宮
崎(同49.3%),広島,岩 手 などが高 く,駅 周辺
型での割合が高い県では低 くなってい ます。③住
宅地背景型 では,沖 縄(同61.0%)が群 を抜 い
て高 く,次 いで,京 都,長 崎など,④ ロー ドサイ
ド型 で は,長 野(同16.9%),熊本,徳 島,香
川,福 井 など,シ ョッピングセ ンターなどの立地
が み ら れ る 県,⑤ そ の 他 で は,鹿 児 島(同
17.9%),熊本,徳 島 な ど,が 高 くな っ て い ま
す」 とい うように述べている。
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以上,商 業統計の結果 を見て もあることが言え
る と考え られる。それは次のようなことである。
(1)商業集積 は全体的 に衰退傾向にある。
(2)しか し,そ の中で大型店は伸 び続 けてお り,
その影響 は一般店 に現 れている。
(3)駐車場 の有無が大 きなポイ ン トとなる。
(4)郊外型の シ ョッピングセ ンターのあるロー ド
サ イ ド型が力 を持ち始めている。
(5)ただ し,そ の影響の現れ方は地域 によって異
なる。
4.中心市街地の持つ性格
中心市街地 といった場合,多 くは駅周辺型商業
集積 地区 と大都市,地 方中核都市 と準中核都 市に
おける市街地型商業集積地 区をい うもの としてみ
たい。そ ういう視点 で2年 間,多 くの都市の中心
市街地 を見 てきた。
そこで感 じたことをまとめてみたい。
まず,駐 車場 問題である。中心市街地 において
郊外 のロー ドサイ ド・ス トアやシ ョッピング ・セ
ンターにかなわないのではないか,と いうこ とか
ら駐車場 の整備 を何 らかの方法で しようとす る。
駐車場 がなければ客は来 ないだろう,と い う考 え
方である。その場合の方法 とは次のようなことで
ある。
イ 商店街 に隣接 した場所の空いた土地 を借 り
るか,購 入す るか して共用 の駐 車場 を作
る。
ロ 商店街の中の空 き店舗 を借 りるか買い上げ
るか し,そ こを駐車場 とす る。
ハ 営業パーキ ングと提携 してそ こを商店街の
駐車場 とす る。
二 商店街の角地 を利用 して共用 の立体駐車場
を作 る。
しか し,こ れは実際 には大 きな効果は期待で き
ない。その理 由は次 のことである。
a駐 車可能台数が少な過 ぎる。平常 日と休 日
では来場者の数が異 なる。平常 日は駐車場
が空 いていても休 日は満車 となる。 日中の
時間帯 によって もこういうことは起 こる。
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駐車待 ちや空 きスペー ス探 しが必 要 とな
る。
b駐 車場か ら商店街 まで,あ るいは各店 まで
が公道 を歩 くことにな り,不便 である。
c多 くの駐車台数 を確保 しようとす るために
通路及び駐車スペースが狭 くて運転 しず ら
い。立体駐車場 の場合,入 庫す るまでの余
計な作 業が必要 となる。
d無 料駐 車 とい う形 は取 りづ らく,買 いもの
に応 じて有料 と無料が決 まる。
e中 心市街地の中に存在す る大型店は独 自の
駐車場 を持 ってお り,そ れ との共用 はで き
ない。
このことが 問題視 されるのは郊外 にあるロー ド
サ イ ド ・ス トアや ショッピング ・センターと比較
してみるとわか る。 これ らは独 自に大 きな駐車場
を保有 している。その特色 は次のことである。
あ 駐車スペースに余裕があ り,常 に停め られ
る状態である。
い 駐車スペースが広 く,通 路 も広 いために駐
車が楽である。
う 平面的な駐車場が多 く,停 めてか ら店 に入
りやすい。あるいは駐車場が店舗 と一体に
なっている。
え 駐車が買い物 の如何 を問わず,無 料の場合
が多い。
お 駐車場 か ら店舗へ の歩行路 が クローズ に
なっていて歩 きやすい。
こうい う状 況 にな る と都 市郊外 に住 む人々 に
とって 「どち らに行 くか」 とい うことでは郊外 を
選択す るのが 自然だ ろう。道路 は求心的 に都市内
に入 ってい くと交通混雑があるが放射状 に郊外 に
出てい くと交通混雑は少 ない。 しか も,中 心部で
は駐車で きるか どうかがわか らず,た とえ,駐 車
スペースがあって も狭 くて駐車や運転が難 しい と
なると特 に運転 に自信のない主婦 やサ ンデー ・ド
ライバ ーは買 い物 に郊外 を選ぶ こととな るだ ろ
う。
次 にワ ンス トップ ・シ ョッピ ングの問題 であ
る。現在 の買い物行動 のワンス トップ ・シ ョッピ
ングは単 にモ ノを求めるだけではない。飲食や娯
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楽 をか らめての ワンス トップ ・シ ョッピングであ
る。そうなる と飲食施設や娯楽施設 を計画的に配
置 した郊外 のシ ョッピング ・セ ンターの方が中心
市街地よ りはるかに有利 となる。
企画 も問題 となる。商店街の場合,商 店の構成
や資金の限界が あ り,販 売促進の企画 も型 どお り
になるケースが多い。 シ ョッピング ・セ ンターや
ロー ドサイ ド・ス トアの場合,一 社,あ るいはデ
ベ ロ ッパ ーが販促 企画 を行 うため に 「計 画的」
「総合 的」「一貫的」 「効 果予測的」 な企画 が可 能
となるが商店街の場合は困難な点が多 い。
特 に独 立 した業種の異なる各種の商店の平面的
な集合体である商店街 につ いては企画その ものの
あ り方に多 くの制約がある。資金の負担力 も異 な
る し,業 種に よって企画そのものの意味が異なる
ことは多 い。 また,商 店街 を構成す る各商店の店
主の違いが出て くる。 この違 いが一貫 した企画の
展 開を難 しくする。
もうひとつが規模である。商店街 を構 成す る各
商店の売上げ,粗 利益率,床 面積,立 地,店 舗の
減価償却度,な どの違いがあった場合,何 かを行
お うとして も,そ の負担力が異なって くる。さ ら
に もうひ とつは店主の年齢 であ る。店主が老齢 で
あ り,後 継者がい ない場合 と店主が若 く将来を考
えている場合ではその意識に大 きな違いが存在す
る。年齢 に関係な く商売 に対す る意欲の違 いも関
係す るだろ う。
三つ 目は業種の違いである。業種 によって大型
店や郊外店か らの影響度は異なる。飲食料品店や
雑貨店や衣料 品店は近 くの大型店に大 きな影響 を
受 けている。玩具店や重衣料店,自 転車店 などは
郊外 の ロー ドサ イ ド ・ス トアに影響 を受 けて い
る。 しか し,中 には影響度の少 ない もの もある。
惣菜店や趣味の店などである。 この ことも商店街
の意思統一を難 しくしている。
最 後 に 商 店 街 に見 る 「集 積 度」で あ る。50
店,100店と商 店 が 集 積 して い る 場 合 と20
店,30店では大 きな違 いが あ る。 た とえ ば,20
店 の商店が存在 している商店街の場合,生 鮮食料
品店が2店,食 料品店が1店,雑 貨店が1店,薬
局が1店 といった形であるなら基本的に品揃 えで
他 に対 して対抗力 を持つ ことはで きないだろ う。
商店街 としての特色 を出そ うとして業種構成を変
えようとして もそれぞれが独立の小売業である以
上,「八百屋 はやめて アクセサ リー店 になれ」 と
い う方が土台,無 理 な話なのである。
この ような状況 を考 えてみ ると中心市街地の商
業集積である商店街のあ り方の難 しさが よくわか
る。
そ うした認識の上でこの2年 間,地 方都市 の中
心市街地 を回 り,中心市街地活性化法 も頭 におい
て調査 を してみて以下の ような感想 を持 つ にい
たった。
それは中心市街地といって もい くつかの種類が
あるのではないか ということである。その中心市
街地 には次の4つ の別が考 えらえる。
(1)大都市 の大 規模 な中 心市 街 地(の 商業集
積)
(2)大都市の ター ミナル型の中心市街地(同)
(3)地方中核都市の中心市街地(同)
(4)地方の準中核都市の中心市街地(同)
(1)(2)は東京や大阪,名 古屋,横 浜,神 戸,
な ど人 口100万人以上の都市(都 市圏)の 場合 で
あるか らひとまず ここでははず して考える。問題
としたいのは(3)と(4)である。結論か ら言 うなら
(3)の場合 は中心市街地 の規模が 大 きい こと,円
形商圏の周辺人口が多 いこと,買 い物以外の用事
のための人の行 き来が多い こと,近 辺の中心駅 の
乗 降客が 多い こ と,交 通 の要衝 となってい るこ
と,ビ ジネス街 と隣接 していること,周 辺観光の
中心 となっていること,複 数の商店街が隣接 して
いること,な どか ら中心市街地活性化策が とりや
す く,効果が期待で きるということである。
(4)はこれ に対 して中心市街地 の規模が小 さ
く,人 の往来がそれほ ど多 くない こと,買 い物以
外の用事のための人の行 き来が少ないこと,ビ ジ
ネスとあま り関係がないこ と,観 光の場所があっ
て も通過 されることが多 いこと,な どか ら問題が
ある とい うことである。
例 を挙 げるな ら前者 を秋 田市,山 形市,松 本
市,金 沢市,松 江市,高 知市,大 分市,と いった
ように取った場合,後 者 は横手市,酒 田市,塩 尻
中心市街地活性化法と商店街の再興
市,小 松市,浜 田市,中 村市,佐 伯市,と いった
ところ となる。
前者 については中心市街地活性化法に基づいて
対応 を図 る可能性 は残 されている。県庁所在地で
あ り,観 光の拠点で もある。人の問題のほかに計
画 を構成する要素の選択肢が多 い。一方,後 者 は
極めて きび しい状況 にあるといえる。集客力が な
い ことのほか に店舗の集積度が低 く,買 回品や専
門品の商店が少ないこと,買 い物施設以外の もの
が少 ないこ と,公 共交通が貧弱 なこと,観 光の中
心 となって いな い こ と,な どがあ る。 また,現
在,ロ ー ドサ イ ド ・ス トアや郊外型 シ ョッ ピン
グ ・セ ンターは大都市 とこういう準 中核都市の消
費をあわせて取 り込む場所に立地 されてお り,そ
の場合,準 中核都市 は大 きな影響 を受ける。特 に
準 中核都市の方が 自動車 による行動の度合 いは大
きい。
以上 のことか ら地方の準 中核都市 において中心
市街地の商業集積 の危機が差 し迫 っているとい う
ことが言 えよう。現在,「シャッター通 り」 な ど
といわれている中心商店街 を持つの はこうい う都
市である。
5.中心市街地活性化法への対応の現状
中心市街地活性化法 の施行以来,4年 たってい
るが全国の都 市において どのような対応が図 られ
てい るのだろ うか。 これにつ いては 日本経済新聞
社が2002年,全国の市 町村 に対 して調査 を行 っ
た ものがあ る(2002,9,26)。この結果 を見 てみ
たい。
それによる と中心市街地の 「活性化基本計画」
を策定 した市 区 は解答 の うち59.9%,その中 で
この計画に基づ き 「まちづ くり機関(TMO)」を
設 立,認 定 され た 市 区 が46.4%,認定 予 定 と
な ってい る ものが15.6%であ り,6割以上 が策
定 していることとなる。 このTMOの 主体 は商工
会議所 が69.6%で圧倒的である。
これに反 して認定す る意志 はある ものの認定の
目処 が立 ってい ない ものが33.6%,認定の計画
が ない ものが3.3%である。
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実はこの法律がで きてそれによって大多数の市
町村 は政府 の指導でこの取 り組 みを行お うとして
い る。その主体 となる機 関と しては商工会議所が
当て られた。そのためにこの取 り組みは行政主導
であ り,実 際の当事者 となる商業者は知 らないう
ちに進め られている という状況 もある。ある市の
商店 主か ら 「市 の商工 労働 部 か ら 『××の あ る
町』 とい う計画を一方的に与え られ,当 惑 してい
る」 とい う話 を聞いた。
また,こ の調査ではTMOの 効果 につ いて も聞
いている。それによるTMOの 活動が十分 に意味
を持 っているか どうかで は96.2%が「不十分 で
ある」 としている。その理由 として 「運営基盤の
弱 さ」や 「商業者の意識改革や商店街の体質の遅
れ」や 「資金難」が上げ られている。効果があっ
た とい う点では 「合意形成 ・調整」や 「チャレン
ジシ ョップ事業(空 き店舗の活用)」や 「集客 イベ
ン ト」 などが上げ られている。 しか し,こ ういう
効果については旧来の商店街再開発 と変 わらず,
あ ま り変わ りばえが しないようである。
この調査 に関係 して 日本経済新聞では中心市街
地活性化法の適用の成功例(順 風)と 失敗例(逆
風)を 挙げているが順風 として は長野県飯 田市,
福 島県会津若松市,愛 媛県大洲市が上 げられてお
り,逆風 として岡山県津 山市,香 川県丸亀市が上
げ られている。 ただ,い ずれ も一面的な事象 を取
り上げた もので計画 自体の成否 はこの レベ ルでは
わか らない。
評価 されているものの多 くはい くつかの企画に
よって人通 りが増えたとい うものであろ うが うま
く行 っていないものについては私 の視察調査を含
めて次の ようなことがあるようであ る。
(1)新たに作 った商業施設その ものが採算に合 っ
ていない。
駐車場や シ ョッピング ・ビルなどであるが当
初の利用予定 と現実が数の上で合 わないため
にその維持費用の負担 が生 じる
(2)資金が不足 して期待通 りの ものが作 れない。
商業集積 の規模 に合わせ て適当な施設 を作 っ
た り,催 しを行 うと中途半端 な もの となって
効果が出ない一一
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(3)地域 内の商店の閉鎖が続 いている。
一 傾向 として存在する店舗 閉鎖や転業があ り,
地域 自体が衰退的イメージを作 っている
(4)催しが一時的な効 果をもた らして も恒常的な
集客 とはならない。
お祭 りな どの催 しを行 った場合,そ の期 間中
だけは人出はあって もそれが終わるとまた,
人出は少 な くなって しまう
(5)空き店舗対策 に適当な ものがない。
空 き店舗 を素人に提供 しても効果ある商売や
企画は無理 である一 一
(6)全体 を リー ドする人がいない
一 行政や商工会議所が い くら介入 して も実際に
「町」 を運営す るのは商業者で あるが適当な
人がいない。いて も自分の商売があって十分
な時間がさけない
この ような問題は過去 の商店街再開発 と同 じこ
とである。 しか し,商 店街再開発 は商店街だけの
問題であったが中心市街地活性化策 は町 自体が対
象 となるためによ り効果的な町づ くりの中で商店
街 の位置付 けが行 われるはずである。 この場合,
一番問題 となるのは 『に ぎわいの演 出』 とも言え
るそのための 「コンセプ ト」の設定であろ う。
町づ くりの基本イメージとい うものである。た
とえば次の ようなものである。
イ 新潟市 の 「漫画の町」
ロ 宮城県石巻市 の 「待 ちづ くりまんぼう」
ハ 山ロ県下 関市の 「グリー ンモー ル」
二 福 島県会津若松市の 「大正浪漫」
ホ 福 島県喜多方市の 「蔵のあ る町」
へ その他一 「xxのあ る町」 「○○の見 え
る町」 など
コンセプ トの適正 とそのコンセプ トに見合 う企
画がで きるかである。実際には机上の空論の域 を
抜 けていない とこ とが多い ようである。見た感 じ
では 「期待外れ」 とか 「イメージの違い」 といっ
た感 じであった。 コンセプ トや キャッチ フレーズ
はつければ良い というもので もない。
6.大型店の郊外出店状況
中心市街地活性化法に基づ く中心市街地商業集
積の活性化 の試みが行われている一方で 大型店
の郊外 出店に も拍車がかか っている。 これについ
ては日本経済新聞が 「店舗ポー トフォリオ分析」
と して 調 査 し た 結 果 が 発 表 さ れ て い る。
(2002,8,15)
これは各都市圏 を1995年か ら2000年までの人
口増 加 に よ っ てA1(成 長 継続),A2(成長 減
速),A3(成長 回 復),A4(成長 鈍 化),B(流
入),C(停滞),D(該当な し),E(衰退),F(凋
落)の9つ に分類 したものであ り,こ れに基づ い
て都市 圏及び副都市圏への主要 な大型店の出店状
況 を調べ た もの であ る。この結果 は次 の ように
なっている。
表
イ オ ン
A113.8%
A226.2
A318.6
A410.8
BO.9
C19.9
E6.4
F3.4
西友
Al
A2
A3
A4
B
C
E
F
ユ ニ ー
Al
A2
3.5%
10.9
67.0
9.8
5.7
3.1
43.6
8.1
イ トー ヨー カ堂
A12.8%
A27.O
A357.4
A413.5
BO.6
C11.O
E5.1
F2.s
ダイエ ー
Al
A2
A3
A4
B
C
E
F
3.6%
16.7
52.4
4.9
15.5
4.4
2.5
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??
?
?
?
?
?
?
?
13.2
14.9
11.6
6.7
1.9
この表にあるのは現在の店舗立地であるが,当
然の ことなが ら通常上大型店は成長地域に出店 を
す る。 しか し,現在,盛 んに郊外地域 に出店 をし
ているイオンの場合丁停滞地域,衰 退地域 に出店
を してい る状 況 が読 み取 れ る。つ ま り,CとE
であるが この地域 こそが地方準都市 とも言 える も
のである。
例 えば,Cに は北見,苫 小牧,八 戸,福 島,平
塚,小 田原,福 井,長 野,岐 阜,大 垣,沼 津,富
士,御 殿 場,西 尾(愛 知),津,大 阪,姫 路,鳥
取,岡 山,広 島,徳 島,大 分,那 覇,な どが あ
り,Eに は旭川,釧 路,い わき,日 立,栃 木,桐
生,木 更津 ・君津,長 岡,三 条,上 越,高 岡,中
津 川(岐 阜),静 岡,伊 勢,和 歌 山,福 山,徳
山 ・新 南 陽,新 居 浜,北 九 州,佐 賀,都 城(宮
崎),延岡などがある。
こうした停滞,衰 退地域 には普通 は新規の出店
は少ない。 しか し,イ オンの戦略 を見る ようにこ
うした地域 に大型 の郊外 型 シ ョッピ ング ・セ ン
ター を作 って進 出す る とい う戦略 が功 を奏 す る
ケ0ス は多 い。
停滞 ・衰退型地方都 圏において大型店の数が少
ないこと,競 争が弱い こと,郊 外の立地の地価が
安 く広いスペースが確保で きること,そ してこう
した地域の中心市街地の商業集積 が弱体化 してい
ることな どか ら出店には有利 であ り,ま た,こ う
した地域 はマイカー移動の割合が きわめて高い こ
とか ら大型店 に とっては有利 に状況が展 開す ると
見 られる。
そ して,そ うい う戦略をとるイオンが現在,大
型店の勝ち組の代表であるとい うことを考えるな
ら今後,空 いている地域 をね らって大型店が進出
することが大いに考え られ る。 この場合,進 出 し
ようとす る大型店 はその地域 の中心市街地の状況
は無視する と考えてよい。彼 らが気 にす るのは他
の大型店の出店状況のみである。
大型店同士の競争が回避で きるなら自動車によ
る広域か らの集客 を実現す ることに よって郊外型
大型 シ ョッピング ・セ ンターを採算 にのせること
は可能であると判断するといえる。
こういう状況が今後,展 開 されてい くとした ら
現在の地域内競争条件 による中心市街地活性化策
を どう展開 して も新 たな郊外型大型店出店が行 わ
れた時点でその活性化策は変更あるいは失敗 を余
儀 な くされる もの と推測 されるのである。
7.TMOの 将来
厳 しい条件の中にある商店街,特 に中心市街地
の商店街に とって中心市街地活性化法 の施行 は期
待 で きる もので あった ろ うがそ の施行後5年 が
たってい る(2003年は6年 目)が その効 果は どう
か とい うことがたびたび話題に出て くる。
この ことについて 日経流通新 聞では 「正念場の
TMO活 性 化 法 施 行4年 」 とい う連 載 の 中 で
『広 がる地域格差』 というこ とを指摘 してい る。
これは 「タウンマネージメ ン ト推進協議会」 とい
うTMOに 関する全国組織が発表 した資料 に よっ
てTMO計 画が地域 に よって大 きな差があるこ と
を示 したものである。(2002,9,26)
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タウンマネージメン ト推進協議会の把握分
※は未把握2002.9現在
これで見 る と北 海道 は19,岩手 は13,福島は
12,埼玉 は11,兵庫 は12,とい うように二桁 に
もなるTMOが 発足 している地域がある反面,青
森 は3,茨 城 は2,群 馬 は2,山 梨 が2,岐 阜 が
2,石川 は3,京 都 は2,大 阪 は2,和 歌 山は3,
岡山は2,山 口は4,愛 媛は4,高 知 は2,長 崎は
4,とい った ように5組 織未満 もかな りあ り,徳
島,大 分 に至 っては認定がゼ ロであ る,と いった
ように地域 によって大 きな差が存 在す るのであ
る。
これは商店街が置かれた状況の厳 しさの違いで
ある というようには理解で きない。TMOの 多 い
地域 は状況が悪 く,少 ない地域 は無風状態 に近い
のか とい うと決 してそ うでは ないだろ う。む し
ろ,少 ない地域ほ ど,状 況 は厳 しい とも言える。
これについてこの記事 では次の ようにいってい
る。「地域 間格差の要因 としてあげ られ るのが活
性化法施行後,四 年 間の経済環境の変化だ。事業
のけんいん役 となるべ き市 町村 が長引 く景気低迷
による税収難か ら緊縮財政を迫 られ,資 金負担 の
重 い市街地再開発事業 に二の足 を踏 むようになっ
た。商業空洞化 も加速す るばか りで,多 くの商店
街 で対策が追いついていない」。
資金問題 もあるだろ うが実際 は地域行政の熱意
であろう。 この ことは現在で も市街地活性化法が
行政主導 の ものだ とい うことを示 している。本
来,商 店街の活性化 は民主導で行 われるべ きであ
る。なぜ なら,そ れは商売であ り,小売 りマーケ
テ ィングの問題 だか らである。民間の商売 に行政
が主導で どうかなるという考 え方はおか しい。
しか し,い まだに民間の小売 り業者たちは行政
に頼る姿勢が強い。 自ら客 を呼び戻そ うとい う姿
勢が弱 く,行 政の施策で客 を呼 び,そ れに対 して
自らの力 で売 る,と い う考 え方が支 配的で もあ
る。
したが って,行 政主導でTMOを 作 り,方 策の
提示 を受 ける,と い う形になって しまっている。
そ うで あ る以 上,行 政 の 意 向 に よって 地域 の
TMOは で きるのか,ど うか となって しま うので
ある。
この ことが今度 はそのTMOの 成功か どうか と
結びついてい く。現在の評価ではTMOの うち成
功 している例は きわめて少ないと言われている。
それ は行政 の担 当者 が机 上 で考 え,外 部 の識者
(研究組織)な どと相 談 し,そ こで作 ったプ ラ ン
を民間企業に提示 し,具 体化 させ ようとす るか ら
であ る。商売人ではない行政担 当者や研究者では
実際 に効果のある実行は無理なのである。
本来,行 政は民間の商店街 に対 して場 を与 え,
条件 を整備 し,そ の中で 自らの知恵 と経験 でプラ
ンを作 り,実施するべ きであろう。そ こで問題は
元に戻 る。果た して商店街 自体にそ ういうことを
行 う力 と意欲 は残 っているか とい うことになって
しまう。
そ ういう状況の中で全国組織である 「タウンマ
ネージメン ト推進協議会」では2002年10月か ら
全国のTMO機 関や流通の専 門家 を集めた情 報交
換 会 を行 うこ と と した とい う。 これ は 「TMO
リーダーシップ ・カンファランス」 という。
TMO,TMOを 目指 す 団体,地 方 自治体 関係
者の ほか にタウ ンマ ネージ ャー,学 識経 験者,
NPOな ど街づ くり関係 団体,コ ンサル タン ト会
社,な どが集 ま り,分科会を作 り,問 題点 を討議
し,解 決策 を考 え,提 言 を行 う とい うもので あ
る。
中心市街地活性化法に基づ くTMOの 展 開につ
いては種 々の方策が行われている。 た とえば,中
小企業総合事業団がTMOの 要請の基づ いて街づ
くりの専 門家 として派遣を行 う登録 された タウン
マ ネー ジャー とい う ものがあ る。 この認定数 も
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2001年度末で約250人になっている とい う。
このような行政 による種 々の方策は表面的には
豊かであるが果た してそれを活用で きるか どうか
は民 間の商店街における経営者 たちのあ り方によ
るのである。多 く商店街では意欲 に燃 え,活 性化
に取 り組 みたい と考 えている商店経営者がいる一
方,先 行 きをあ きらめ,撤 退や転業 を考 えている
もの も多 いはずである。
本来,商 店街 とい うのはそ うい う考 え方の違 う
商店経営者たちの集 ま りではなかったのか。それ
が一社 で経営方針 を立て店舗展開 をす る大型店や
デベ ロッパーがいて全体的方針の元 にテナ ン トを
集めて人工的な商業集積 を作 るシ ョッピング ・セ
ンター と違 うところなのである。
その意識の違い をどう組 み合わせて ひとつの商
業集積 とい う機能集団を作 るかが本来議論 される
べ きであ る。その議論の選択肢 の中にはマイナス
の方向 も含 まれるはずであろう。大型店経営では
「業態転換」や 「スク ラップ ・ア ン ド・ビル ド」
もある。すべ てが生 き残る とい うこ とを前提 とし
た商店街活性化があるものだろ うか。
多 くの商店街を見 て きたがそこにあるのは 「画
一性」や 「陳腐性」で あ り,「地域性」 を無視 し
た 「普遍性」が存在 しているような気がする。過
去 の商店街再 開発施策以 来,も う30年以上た っ
ているがこの性格 はい まだに変 わっていないよう
な気がする。それは行政の責任 なのか,商 店街の
責任 なのか,各 商店の店主の責任なのか。
過去,中 小企業庁(当 時)の 勉強会で こうい う
議論 をしてきたが答は出なかった。
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